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山 林 所 得 税 に関する研究

金 義氏・岩井古購

A Study on the Reform of Forest Income Tax 

Eui Gyeong KIM and Yoshiya IWAI 
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111林所得!こ対しでは分縦 5分 5采課税方式の適用など他所得と比べ優遇措詮が取られてきたの

は確かであるが，近年林業経営条件の悪化!C伴いIII林所得税負設の一般の緩和措授が要請されて

いる。こうした背景には現行i1liJ1交が実質経営貸用を正しく算定できず各務腿趨措授がうまく作動

しない現状がある。すなわち，現行の概算経費率が実質経費率よりも低く算定されるため，山林

所得への各様懇:ifl:lm'肢の長所がなくなり，一般所得よりもむしろ過設な税負担を課せられること

が分析を通じて明らかになった。なお，統計数儲からのJ設定により，現行の概持続賞本は現実か

ら大きくヨ待機した水準にあることがわかった。こうした問題点の解決のため，山林所得説制の改

善方向を検討した給染，既存の制度終の改哲ーよりは誠持経質本赴況の方がより妥当な認さであると

の結論に述した。

I 分析の視角

1 -1 本論文の目的

近年の林業経営環境は感化しつつある。戦後造成した森林資源、の維持・管叩UC対する危機感さ

え蹴成されている。このような状況認織とも柏まって，林業組制の改惑を求める怒兇が最近多く

現れてきた。一方，山林所得税については各穏俊遇措授が取られており，林業界外からはそれは

過剰な，不公平な挑設であるとの批判がB1JiJからみられることも事実である。本論は，!l1林所得

税制に関しでかかるギャップを発生させている婆悶与を解明し，その上で改;議?の方策を探ることを

主要なiヨ的とする。

1-2 林業統営の経済的環境の変化

最近，木材iilli絡の偲迷と持林恕u行の上昇とによって林業経営は関U，1ilに試問している。このよう

な傾向は1980年代に入って顕著になった。最近の締ままによると，こういう側!向を反映して間伐，

保脊作業などが十分に実施されていない現状が明らかになっている 1)。 すなわち，保有山林間積

50 ha以上の林家を対象とした調査によると， 過去 5年間保有作業を十分に突織した林家は48%

で，半分lこも迷していない。また十分!ζ実施できない理由としては639ぎまでが資金に余絡がない

ことをあげている。同じ鵠向は保有山林商都 20ha以上の会祉においても現れ，保有山林規棋に

関係なく全階j滋で林業経営:ii(が林業総収益を上関っていることを線合している。しかも林業経営

践を林業収入から総保している割合も小さく，例えば 20ha以上の会社の場合林業収入をもって
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;休業経常設を賄っている知合は30%にすぎない。これらの報告からわかるように林業は過去にみ

られない低い採算性を;示し，林業K対する投資は期待しlζ くい状況にあるヘ戦後造成した森林

資掠の荒廃さえも心視されるところである。そして，この間向は当分の間続くであろうというの

が一般的な見方ではないかと思われる。このような実情を勘案してみると，今後背林ままの淵述は

-J関関燥になると予想されるので，これへの適切な惜鐙が必裂になると忠、われる。そして，その

一環として，本論文のような説i!ilJ上の検討も喪盟されるのである。

I-3 山林所得税制批判の検討

山林所得に適用している現行・分総 5分 5~長課税方式は，長期間にわたり諸積された所得が一時

に実現するため， {也の毎年発生ずる経常的所得と見なるJ誌を考慮した措段ゼあるが，一般財政学

者から次の二つの問題点が指摘されている。

一つは，山林所得といっても，保統経営が可能な大親模lu#i:ifi符者・の所得から，たまにしか伐

採しない中小山林所有者の所得にいたるまで段々であるから，前者のように保統経営が可能な111
j本経営に対してまで 5分 5汲方式与を適用するのはやりすぎた綬遇措設である，という批判である。

金子は，日LI*木所得は不労所得として損税力はi持いJ，["鎚林と伐採がまト倒的に事業主~似の態様で

行われることが多いJとの認識から， 111**所得{こ対する分階1ft5 分 5~長線税は不合理であると滋摘

しているヘ実際に毎年ある疫の山林を伐採し植林を行っている林業総営者については，理論

的には通常の事業所、得と同じであるから，現在の方式は有利な措践であることに間違いない。 林

業側からは綴谷が問織な問題関組を代っているヘ 氏は現在の方式が111**所有者の府筋散を十分

に反映していないこと，つまり火山林所有者には特典であるが， 1:~1小所有者にはそれ砲の綴減に

はならない，というJ誌を指摘した。以上のように，林業界内外をrrijわず現行i!ilJL立に対して共通し

た問題綿織ぞ持っているのは事実である。ただこの場合課税対象所得の定方法をみると，現行

税法上では個別E京総方式によって課税対象所得を掠定しているから..1必lこ経営体の如何に関係な

く現行の制度は妥当性をもっている，といえなくもない。しかし，本論文で検討するように経営

体全体の期間費用をもって考えるとき，公平性という縦点からこの問題は関われなければならな

いと忠われる。この点に関しでは後に改謀議を検討する設階でIヰび述べることにしよう O

また，他方iこは，シャンツ・ヘイグ・サイモンズ流の包知的所得概念を用いた批判がある。こ

の考え方によると，本来はr9T~与の発生した時点で総税がなされるべきにもかかわらず後の時点ま

で課税が延期されるので，これは税額分の資金号皆無利子貸付することと等しい効果を持つから，

5分 5采のような平均化措訟を行わなくても水平的公平掠民IJが授されるという見解になる九包

括的所得税の主張は理論的にはきわめて鋭れた担税体系だと評繍できるにしても，実際には数多

くの問題を含んでいる，という強い批判が以前から挺脳されている6)。 そして，米実現利得と

偶所得はど ζのj丞iでもjjヌ即として課税対象から除外されているのが一般的である九林業の滋合

このような所得i概念会めぐる議論は以前からドイツ安I:jJ心に活発に箆閉されたことがありへ 臼

本ではi休業会計学をめぐる論議もかかる所得概念の規定と密接な関連をもっている。所得離念に

ついては後にi為1しく述べることにする。ただ，最近の木材価絡の低迷・予本費用のよ傾向11:::加

えてインフレをも勘獲すると，むしろキャピタノレ・ロスが発生する余地が大きいから，包括的所

得概念を使って111林所得の平均化措fi践を簡単に批判することには~fl~理がある。

視税問題を検討する場合，税負担の公平性を2it搬にして議論するのが一般的である。もちろん

公平性の基準については .llit泣的公平住1: と水平的公平性のこつの~!lJ 1茄から考える必要がある。そ

して，いずれの説燃においても不公平な税制が行われているという事実が認められるとき，社会

がじる。とはいえ，ぬと比べて俊遇措陸が探られているにしても，かならずしも税制上
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の措i涯を変克する必裂はないかも知れない。政策課視のように，関家全体の利益との胤巡のなか

で縫遇措般の妥当性が認められるときが，そうであろう O 森林のように木材生政以外の各種公接

的機能が澄視されつつある現状を考践すると，林課税ilJllのi場合には政策謀税の比抵の?認さどをはっ

きりと認識する必要があるように忠われる。しかし，より基本的な問題として， U.lt*所得が他所

得よりも過ZEな税負担を負っているかi!fかを，まず検討しなくてはならないと忠われる。本論文

は主にこのようなf問題窓識に立JU~ している。

I 分析方法

荘一1 分析対象林家

分析対象林家は， r昭和604'-皮林家経済制資報告Jの昨QC出ている 20haから 500ha までの林

家で，それの全国平均依を用いて分析する引。 これらの対象林2誌についていくつかの点を指摘す

ると， tit搭員数は 5人，人工**本は61%，林業所得王将は539五である。投下労働力のうち，服用労

働力lこ依存ずる都合は規が大きくなるほど商くなり， 100 ha以上の規模の林家ではその78%

までが組問労働力に依移している。

荘一2 分析方法

山林所得が{告の所得と比較して公平な税負担を負っているかを把揺するために，現行ililJ度上の

問題及び課税対象所得の算定方法上の問題について次のような方法で検討を行った。

課税対象所得算定方法任検討する場合，現行統計上の林業所得は， 111;f*所得税の主要な課税対

である腎林部門の所得以外に，素材生ii[f.きのこ生政・耕民生産など各fill林説物所得を総合し

た所得であるから，統計上の税負担数般を111*t r!Jf 1立以外の所得と読後比較できないの

る。従って， 1m接的方法として， r昭和56年度符林'm制悲報合jlOlのゅの ha当り背林伐を参考に

し，合間平均の人工林の紛級郡部総構成状態の下では育t~;経営設がどの租肢になるかを求め，こ

れぞ山林所得算定上の法務数値!と使用した。つまり，本論文での翌日3という糠念は税法上の規定

のような級以j邸側i対応方式による投j刊ではなくて，林家の 1/Ll~1日]背中ノ~経営に投?ごした期間対応方

式による費用概念である。

この前提の下で，林家の災'Et・経資本を考慮した…般諜税方式による税負担と概算経費彩そJTJい

た分間g5分 5~表方式による税負担とを相互比絞して，山林所得が他所持なみの公平な税負担を負

っているかを分折する。

貰分析 結果

班-1 111~本所得の平均化;pfl設と概算絞設技I~制度

山林所得については，平均化的授として分離 5分 5釆方式が適用されている。この方式を遊j目

した場合， {也の所得と比べ税負担がどのくらい軽減できるかを検討したのが表-1である。現行

iljll1交の下では総合課税が原則であるが， 111林所得及び送機所得の場合は分離課税されるから，

では当所得以外に 500万!なの…般1][1与があることを仮定した11l0 5人家淡の各樹控除額を 294万

5千円とみた場合， 500万円に対する税制は， 226.3千円であるので，これに基づいて説鍛を郡山

した。去をみると分かるように，山林所得の脱負担が一般所得の説負却の半分程度にすぎないか

ら，分離 5 分 5 来方式 lまれ!~な憐遇 -tl!litt といえるであろう ο ただ，ここで注訟を裂するのは，後

lこ検討するように立1巾}なる方式によって謀説対象所得が掠定されたかに的らず，与えられた
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表一 i 各級所得の課税所得金徴531]税負制主主び災効税収
当所得以外に500万円の一般ifr1t}がある椀合一

(ご子内， %) 

.i1J!q被所得 11淋所得 i 災期制究所~~~ 変動所得

l，118 298 473 
(6.0) (9.5) 

10，000 2，926 778 1，028 
(29.3) (7.8) 00‘3) 

20，000 7，779 2，328 2，788 
(38.9) 01.6) 03.9) 

110，000 18，381 6.978 7，988 
(46.0) 07.4) (20.0) 

60，000 29.984 11，978 15，438 
(50.0) (20.0) (25.7) 

80，000 4] ，984 17，478 24，638 
(52.5) (21.8) (30.8) 

100，000 53，984 22，978 34，638 
(23布。)

i主 1)

A出[J十 (5000-2945) J X税椴…226.3
9出(1/2)X税ネ

C出{[(I-500)/5J X税本)x5 
D= [(1 -500)/2+ (5000-2945)J X税Ef-l-226.3

412 671 
(8.2) (J 3.1) 
1，043 1，523 
(10.1) (] 5.2) 
2，823 3，576 
(14.1) 07.9) 
7，651 9，60] 
(19.1) (24.0) 
12，744 17，665 
(21.2) (29.4) 
18，244 27，065 
(22.8) (33.8) 
23，834 36，815 

1'"線税所得(Y)出 i十 (5000叩 2945)，調書き所得(x)口 Y…]X4/5，
中1i'ljlJ所得(Z)むな Y-X，XX税務関税務i(!v!)，ルI/X口司王i勾鋭敏(H)，
ZXR出税者!iC災)， ]三Z之江!1+N-226向3

2) fi5']瓜p'ヨの数iiii!ま所得殺害員に対するヨミ効税本(舵ぬ/1X!OO) 

所得金紋HC対しての税負拠の比絞という点，である。

課税対象 111林所得の算定には1953年以来概界経~lt控除1IîiJ/院が使われている。この制度は， 11ト休

の取得及び倣林から譲渡までのiiりに長期間を裂し，そのj総長jの必経伐の把艇が英語しいからiJlit

所得額のmT~F.!・掠方法として策定されたもので121 現在では40%の概算経が使われている。

このf!llH立については次の11日つの問題点が1965年当時折鵠されたことがある 13}O 内務とをそのまま引

用してみると，①林業は一般に民WJ低利な版業とみなされ，補助金の文給対象とされているにも

拘らず，約70%が課税対象とせられていることに絞本的な続点、が存ずること，①多f1::にわたる

?習に~たってその 11日の経済成長による貨?守備{伎の変!TVJ ~;!ê分に的掘し得ないこと，@長期間の経

常者の企業努力に対する飢i位が払われていないこと，⑪概t';(経1'1強除，ま必然的IC低下する方式

が探られており，経営者の:iE業認欲をほ下せしめ，不安定j銭安与えること，などがそれである。

挙げられた問題点を詳しく再吟味する余裕はないが，おそらく実態そ十分に民i決していないこと

に組問ずる問題認識だと思える O もちろん表… 2のように， 1985年以後概算総資率の上昇が目だ

つのは最近の林業経常実態を反映した拾践と足立解できるが，次のお…3および友 4でのように，

年度
経資本

王手 !主
総資病

袋一2 年度別概算総従来の変i務内務

!tl ~I JIl文自wの p. Hにある縦'CiJ:経総本の徽移に後iLi:の{践を1mえ作成

(%) 

]964 
33 

1987-
40 
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表… 3 経常余{本の災質7引本旋支出 r)~ :g:の類似~ CMi'J.:会閥単均)
(1m，千Pj.%) 

樹 i絞} 約十'n~' {，本
全体

643βI 0.06 38.6 758.7 0.04 30.3 256.6 0.00 0.0 68.9 
2 ]52目6 0.06 9.2 137.2 。白05 6.9 61.0 0.00 0.0 ]6.0 
3 142.8 0.07 10.0 157.3 0.08 12.6 68.5 0.00 0.0 22.6 
4 130.5 0.11 H.3 124.2 0.10 ]2.1 85.4 0.01 0.9 27.6 
5 114.7 0.07 8.0 106.4 0.09 9.6 40回日 0.00 0.0 17.6 

6--10 tl14.1 I 0.66 54.7 325.9 0.68 41.1 139.5 0.06 1.7 9'7.4 
11…15 197.1 1.22 48.2 203.5 1.0s -13.1 s7.5 0.18 1.8 98.1 
!()…20 121.9 2.52 61.4 142.0 1.84 38.1 56.3 0.40 1.5 104.0 
21-25 81.1 2目95 110.6 1.10 24.3 20.2 i 0.43 1.7 18.9 
26…30 72.1 2.50 3s.O 188.6 22岨7 47.0 0.21 2.0 60.7 
31-35 50.7 1.63 16.5 63.1 0.48 6.1 19.5 0.07 0.3 22.9 
86-40 49.6 0.96 9.5 25.1 0.27 1.4 23.8 0.08 0.1 11.0 

82.3 4.7 84.1 0.29 2.0 11¥.4 0.04 O. 6.8 
45町3 20.6 48.8 0.89 18.1 0.10 29目5

652.1 

540.1 

121 

絞 り八~11: 1災林水銀ê'[符林民総資報告}の林水資本利子射器I く fí材~~せ
2) ba"~ り官HHを・ 1981 "F.lJm
:3) filim七完成:1985子1:1交[.i'，j;家総長寺減資制限Jlの人工係分%1.訟 C20--500ha規模)

(iJ日l，凶作以上の体分は46-50苛:11:林分iこ合苦手)

4) :夫会誌民間 hu~ り食事;J\ xïliî狩i

5) haダi り i収入日ß6'rp: JYl滋ha~ り立水倒
的世H，j;資殺にと災質向ftH!lJ1J/災l収入xl00

淡…4 経営全体の実質宵林'lts芝山 1)'.1答の綴俄 (Btí~ :会1;1<1'ドj勾)

樹齢
ス

567.8 
2 118.'l 
3 118.9 
4 105向臼

5 94.6 
6…10 823.0 
11…15 150.1 
)()~-20 89.3 
21-25 56.4 
26…30 53.6 
31…35 85.4 
36…40 35.1 
1]ω-tl5 19.tl 
46-50 

ヒノキ マツ

い
に
体
体
一
9
8
2
3
0・
8
7
5
0
4
0
6
0
4
…ー…

l
一
日

5
一叫
4
4

…
0
2
8
i
4
3
i
7
1
1
6
8
7
4
8
…
4
，
一
仏
↑
仁
、

川
内
一
間
金
…

6

1

1

2

1

7

7

7

5

4

1

1

…ぬ…

M
一

仇
“
向

。h
u

iJ 1) BJí~: I却本木ぷ滋 fiWlll;V，¥j従報公)の家族'1J'1.'l， J也f~ ， I'i*利子を除く吟下幻を

2)そのfl!Hま災3と!日Jl二
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とは依然として相当な~~誌があると思われる 15) 。

!乙概ね当たる。お-3のヨヴミからも，'I

3は企業経営型経営政，表 4(ま家践

に会社の林業経営実態白に慨する昭和

611ì~位協怒れで報告している司王尖からも，いずれも林業経常設が林業組i反論を上泊っていること

がわかる。家j校経営型の経~~ヰヨ9196をみても，現在の概算経資本4096 はもちろん続、林計測特別控

除20%を勘定しでも現実的符林綴読本よりはるかに低い水準である。

以上のようにiliU[史上では分隊 5分 5梁課税という限れた拾躍が取られているにも的らず，所得

持:右上の概経~'(率がゴミの符材:経政務から続出E しており， 111林所得税には矛践が含まれている

ことがわかる。次にこのよう を税負阻の側面から，検討してみよう。

]立-2 林家の税負

5及び表-6(立林家の税負fs.を，現行山林所得税課税ブ5式(分断f[5分 5粂方式)による税

した一般課税方式による税負強とで比較したもので，山林所

得以外に一般所得がない場合とそれが500万円ある場合とについて検討・したο 例えば者一 5で，

現在年間 6007J円の収入が得られる経営体の場合，大部分は概算経成本40%に森林計磁特別控除

20%を加えた60%が経質として控除され，飢脱対象所得は190万円になる。 これに 5分 5来方式

が適用され， 20万円の税金が賦課される。もし経休が森林施業~I・闘の認定を受けていない場合

lこは収入の40%のみが必要経世として控除され， 32万 6千円の税金が課される。これに対し，も

しこの経営体が実際にかかった緩設がi浪人の65%を占める場合，その経営設が金額認められてー

淡…5 課税方式及び総1担当1の法災による税負Jn({也の話rr得・総)
Csiit耳;'f113，税務;%) 

収入(分03&瞬%川2i68i l 分8来

綬営会{本の災紫綬1uネを考!怒した一般所得課税方式

(ífrf~:n 40% 60% 60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 

6，000 I 326 200 206 170 137 105 74 12 11 
0，900) I (5.4) I (3.3) (3.4) (2.8) (2.3) (] .8) (1.2) (0.7) (0.2) 

!O，OOO 578 368 478 378 298 218 158 105 53 
(3，500) (5.8) (3.7) (4‘8) (3.8) (3.0) (2.2) (1.6) (1.l) (0.5) 

12，000 704 452 638 518 398 298 206 137 74 
(4，300) (5.9) (3.8) (5.3) (4剛3) (3.3) (2.5) (1.7) (1.1) (0.6) 

15，000 908 578 903 728 578 428 298 188 105 
(5，500) (6.1) (3.9) I (6.0) (4.9) (3.9) (2.9) (2.0) (1.3) (0.7) 

25，000 1，808 1，028 2.153 1，715 1，328 965 678 128 218 
(9，500) (7.2) C4.D (8.6) (6.9) (5町3) (3.9) (2‘7) (J，7) (0.9) 

50，000 5，013 2，788 6，728 5，178 1，253 3，128 2，l.53 1，328 678 
(] 9 ，5(0) (10.0) (5.6) (13.5) Cl1.0) (8.5) (6.3) (4.3) (2目7) (1.1) 

90，000 13，038 6，788 15，003 12，528 10，228 7.978 5，728 3，578 1，803 
(35，500) C14.5) (7.5) (16.7) (13.9) 01.4) (8.9) (6.4) (4目。) (2.0) 

135，000 25，138 13，038 25，078 21，190 17，478 13.765 10.228 6，853 3，578 
(53，500) (18目6) (9.7) Cl8.6) (15.7) 02.9) 00.2) (7.6) (5.1) (2.7) 

180，000 38，638 20，813 35，878 30，478 25，078 19，953 15，003 10，228 5，728 
(71事5(0) (21.5) (11.6) Cl9.9)号 06.9) (13.9) (11玲j) (8.3) (5.7) (3.2) 

G6 G7 

it 1) j古狐i付の íifil誌は経'ill'終60%そ ~ïl試した分間11. 5 分 5 君主主主JlJ II寺の料税rfrlt~
2)税制，jI"Vr::Jj式

Fニニニ{[(1 (l f/iOO)…500)/5J X税殺)x5 CilJ.L.， f; 綬1受取)

G lix(l g/luO)…5001 X税色彩 (jJJ.L.，絞総本)
3) j汚狐Ij~の税収は収入iこ対する実効税指(事訪日/1>く 100)
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議…6 線税方式及び綴PJ1釈のヨ~~込による税負jl] (!自の所得:500万円有)
(税制:千flJ，税本:%) 

収入 分自11.5分5汲 級制ヴそ{本の災質終~~~'(iキiそ考i省、したー絞見方式

(所得〉 40% 60% 

6.000 326 200 
(J ，900) (5.4) (3.3) 

10，000 578 368 690 565 
(3，500) (5.8) (3.7) I (6.9) (5.6) (1.6) 

12.000 704 452 908 740 590 462 312 222 112 
(4，300) (5.9) (3.8) (7.6) (6.2) (!J.9) (3.9) (2.9) (1.9) (0.9) 

J5，OOO 908 578 1，268 1，013 818 627 462 312 162 
(5，500) (6.1) (3.9) (8.5) (7.0) (5.5) (4.2) (3.1) (2.1) (1.1) 

25，000 1，808 1，028 I 2，723 I 2，223 1，770 1.343 968 627 362 
(9，500) (7.2) (41)[(109)i(89) (7.1) (5.'1) (3.9) (2.5) (J .4) 

50，ω 7，529 6.279 5，029 3.826 2，723 1，770 968 
Cl9，500) (10.0) (5.6) (15.1) 02.6) (10. I) (7.7) (，5.4 ) (3.5) 0.9) 

90，000 I 13，038 I 6，788 15，906 13，482 11，029 8.779 6，529 4.279 2，828 
(85，500) C14.5) (7.5) CI7.7) (]tj.9) (12β) (9.8) (7.3) (4.8) (2‘6) 

185，000 25，138 13.088 26，084 22.094 18，382 11，669 11.029 7，日54 1，279 
(53，500) 08町6) (9.7) 09.，3) 06.1) (18.6) 00.9) (8.2) (5.7) (3.2) 

180，000 88，688 20，818 36，881 81，484 26，084 20.856 15(8，9.806 ) 11.029 6，529 
(71，500) (21.5) Cll目6) (20.5) 07.5) 04.5) 01.6) (6. ]) (8.6) 

Gl G2 G3 G4 G6 G7 

注 1) 税minf'~本方式
{[(j x (1-[/100)ω500)/5] x税務)X5 (似し， f:総資本)

G U!x(l-g/100)山 500] (5000…2945)) x税率一226.3 ({ほし， g:終鈴本)
2)その他l立炎5とJEiJじ

般所得課税方式によってl政課されたとすれば，税額は17万円にすぎないことを~:I];jミしている。す

なわち，実際にかかった設用より 5~手間く掠定されることによって，綴れた優遇措読である分離

5分 5采方式がむしろ一般絞税方式に比べ過設な税負担，を釈する不利な制度であることが去から

読める。 f全体的にみて，分}IJlt5 分 5~定方式の場合日1T1思によってえを認はあるが，森林湖特別控除

20%が適用されたとしても，議!税対象所得掠;右上適用する絞終が災認縦波本より 5%ないし20

%{尽く算定されることによって，分離 5 分 5 梁;i!f之税方式による税負担の方が--~投所得課税方式に

よるそれよりi若くなることを示している。間じように111林所得以外に 500万丹の…般所得がある

;場合を組主主して分析したのが表 6である。概ね概算結成本が一般課税方式の実質経設率より 15

%ないし20%偲く算定されると，分離 5分 5~定方式の税負披の方がi渇くなることそ示している。

現災の家族経営型綴営の綴捜本が91%であることを勘案すると， f~、家は一般所得税負制よりも J品

設な税負担を負っているといえる。

斑-3 分自lt5分5乗ro.!税方式と実質経貸率との関係

1の分;fFfそ通じて111林所得に適用されている分総 5分 5:J長方式は一般所得の場合に比べ，

相当に税負担を経減させるililj佼であることがわかった。しかしながら，分離 5分 5来謀説の佼遇

措援の長所は，表-5及びiA…Gで検討したように経営資を正しく算定したよではじめて滋味を

もっということがわかった。

課税対談所得を算定する場合，実際に経営体にかかった政府は林家iij~{こ認なるから個別林2誌の

l援簿記録与をもって算定することが5'J.'Iしいが，現実的には尖政のff!ffiしさのためほとんどが概銘経
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政率の適用を受けている。しかし，制度的に策定される概算経資本は各濯の現自によって実際に

かかる総資本よりも低く決定されることが予惣される。従って，ある税皮まで依く算定されるこ

とは認めざる号待ないとしても，仰の一般所得よりも活設な税負担を課することには問題がある

と忠われる。かかる現 lおから，概部経政務が実質経1J~率よりどの程度低く算定されたとき分良H

分 5策課税方式という俊遇措践の長所がなくなり，他のー殻所必方式による税負制よりも不

利になるか，その最低限界概掠経終を分析したのが表…7及び表-8である。例えば，表…?

で収入が年間 1千万円である林家の場合，経営全体で実質的にかかった経費率が65%であると，

分離 5分 5梁謀説方式で適用ときれる概算経質率は60%以上の鞠矧で決定されなけなばならないと

いうことそ蕊味している。設い換えれば， 59%以下の概部総説本を巡加する分総 5分 5粂課税方

式での税負肢が一般器具税方式の税負凱より[おくなるということである。袋一7と表-8をみると

収入がほいほど，，* いほど分離5分 5梁卸税方式を導入するメリットが少なく

なる 'f~刻印がみられる。実質絞殺本が高い現状と林5誌の大部分で年間i浪人が少ないことを勘裂する

と，概算経費率の採定には充分に住恕する必要があると思われる O かかる点で，間表の数値は概

算総資本の指様として活用できると思われる。

表一7 J浪人別・災質経質主NJljにみた分離5分5策課税方式の
政低限界綴資本 C{也の所得がない場合)

J[文 人 経常全体の災質経絞準

(千円) 50% 55% 

6，000 15 53 75 
8，000 37 17 55 75 
10，000 31 t¥0 50 67 75 
12，000 26 36 46 65 73 
15，000 20 30 41 60 70 
20，000 16 26 36 56 66 
25，000 14 24 33 52 63 
30，000 11 21 32 51 60 
50，000 13 21 29 47 57 
70，000 18 25 32 47 55 
90，000 23 29 35 49 56 
100，000 2-1 30 37 50 57 
125，000 28 34 40 52 59 
150，000 30 36 42 54 60 
180，000 32 38 11 56 62 
200，00。32 38 4 56 62 

tl: 1)詩l';l!判災被i
o分総5う15梁方式の税i::.tJ日(1"5): 

1"5惚{(Jx(! 1'/100)…500]/5x税病}x5 
(似し， l'町線~t:絞校卒， 1:収入)

。一級F4税方式の税ぬH:!(仁;):

80 
80 
80 
80 
78 
75 
73 
71 
67 
65 
64 
65 
66 
67 
68 
69 

G出 [1x C!-g/lOO) ，-500] xおむ終 (1日L，g: 主主~1，/i;が)
※ii滋低限界経絞殺: 1"5がG以ドになる滋{縁者ltti1絞~E*1f

2) ilMJilI前IJ:)収入;千万ILJ，'!M'lJ主総総本;65%の場合

終総務([) 税負強
i;;主ω% → F5SG
fく60% F5>G 

85 
85 
85 
85 
85 
84 
82 
80 
77 
75 
74 
74 
74 
74 
75 
75 

90 
90 
90 
90 
90 
90 
90 
89 
87 
85 
84 
84 
83 
83 
82 
83 

(%) 

95 
95 
95 
95 
95 
95 
95 
95 
95 
95 
百4
94 
93 
92 
92 
92 



表… 8 1奴人別・災質絞殺さr，¥i.liHこみた分離5分 5策課税1n'¥.の
議低限界総資本(他の…紋所得50073円がある場合)

J!児 入 総 It~X 余 f本の災鷲経費話料
c守二円) 50% 5υ59-。ノ 60% 65% 70% 75% 

6，000 19 28 38 47 57 66 
8，000 12 24 34 44 54 63 
10，000 5 18 30 42 51 61 
12，000 4 13 25 38 50 60 
15，000 2 13 23 33 45 57 
20，000 2 12 22 32 12 53 
25.000 。11 22 32 41 52 
30.000 。10 20 32 42 51 
50.000 9 16 24 32 40 50 
70，000 15 22 2自 36 43 51 
90，000 20 27 33 39 46 53 
100，000 22 28 35 41 48 55 
125，000 26 32 38 44 50 57 
150，000 28 34 40 46 52 59 
180，000 30 48 54 60 
200.000 31 37 43 49 55 61 

月1)3H料民拠
。分興証5分5;i長方式の税災j日(F5): 

間口{[jx (1-[/100) -500]/5 x税1'f，i}x5 
({I=t L. f:概終絞資本， 1:収入)

o一般線税方式の税負扮 (G): 

80% 85% 

74 82 
73 81 
71 80 
69 79 
68 77 
65 76 
62 75 
62 73 
61 71 
60 71 
61 70 
62 70 
64 71 
65 72 
67 73 
68 74 

G出{[Jx (J -g/l 00)…500] + (5000--29~5)} x税務-226.3 
(似し. g:総波滋)

※議{邸民w.縫Z空機:F5がG以下になる絞{s:概算総裂i;;f，¥f
2) 巡潟例:収入，ごf7J凡災質経1~1終; 65%のら&1含

縦波本 co 税窓ll'E!
[2:42% F5;?;G 
[<42% ザ F5>G

N 111林所得税の改替方向について

IV-l 山林所得概念の帯構築

90% 

90 
89 
88 
87 
87 
86 
85 
84 
81 
81 
81 
81 
80 
80 
81 
81 
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(%) 司、， ~， 

自5%

95 
95 
95 
95 
95 
94 
94 
94 
93 
92 
91 
日l
91 
91 
91 
91 

所得税における所得概念をめぐっては，従来から所得探泉説と純資臨地加説とが対立している

が，現代の先進資本主義j認における所得税念は多かれ少なかれ，後者に立脚しているとみてよ

い1へこれは現代の課税の公平性尺度が応能原則IC求められているのと諮援な関連をもっている。

すなわち，能力説に立脚する現行所得説は冬{間人の扱税力を所持iこ求めるにあたってできるだけ

包拍的な所得域念の適用に努めてきたといえる。純資産Jt(/加説をヨミ践したシャンツと組問的所得

概念会主張したアメリカのへイグやサイモンズはかかる1M閣で{以j諮っているし，一般的文持を得

ている実情である。このような所持概念は，米実現資本利待と線問所得の処理をめぐって問題指

摘がなされている。すなわち，抑制J二の出羽と税負的能力上のj問題なとプミ務上のI問題が，それで

ある。従って， ;;!ミ~現所有れま大部分の l刻家が発生した制約で課税しなくて， 21ミ現した!変附で課税

するのが一般的である。ここでまた，発生と実現とのn1iの期間が長くなるほど、組税上の取扱万法

をめぐって問題が)1おこる。長期間にわたって生じた所得を一時に賦課するとき，現在の議滋税率

体系1ごでは向い税負担を負わなければならないから，その説負担を緩和するという側道iか

の対象になっているのが一般的である。ただ，不動政渋滞の所有土地のイ立上がり利時やデパ

ートの在仰の増加]益などの;長期資本利得は，長期il対立所得にはならず，営業によるものは卒業所
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得の対象になる ζ と る必要がある。もし，森林が常利与を目的とする営業対象であれば，

みのjiti戒を嬰求ずる ζ とには問題があると思われる。

かかる一般の所得概念をめぐる論議は林業の場合にも-!1段通じる乙とがあって，以前からドイ

ツを中心に活発に論議されてきた171。すなわち， ILI林所得をウ品ーパーが純資産f'~ 力悦見 lζ ，エン

ドレスが所得減泉税に求めているのがそれである。このような考え方は伝統的な林業経営の対立

的な思考方式である土地純収益悦と森林純lj又議説と慌擦な関連安もつ ζ とで，ウェーパ…の;~・え

ガは森林純収益説に依拠していると考えられる。すなわち， 111林からの収誌を土地資本が生む生

践物!とよるi院議と認めるか，または土地や林水資本によるものとみるかによって異なるもので，

例えば過伐および災符伐採による所得は森林純収接税に立制し資本の減耗と認め軽減措設がとら

れるが，土地純収議制に:lI)]11Jすると総減措誼の対象にならない。ドイツの場合は森林純i院議説lこ

立脚しているといえるが，日本の場合は土地純収益説に立腕していると溜解できる。このような

考え方の2忠良に対して，以前問 1:1'は休業経営の本質上ニヒj邸宅収益説よりは森林純i説話説に立総iし

た方がより合理的であるという恕見を提示したことがある 181。近年の林業経営をめぐるi苦情勢を

考えると， こうした考え方の法見がもっ窓味は大きいといわざるをえない。すなわち，俗年1

haを伐採する経営'休が木材俗格の低迷および脊;1*費用の上昇によって， 2ha伐採しなければ経

常の維持ができないとすれば_iE常{え採 1haそ越える 1haからの所得は資践の減少と解釈し軽

減措授が当然であるという論閣が可能になる森林純j民主主的の考え方は設援な滋味をもちうる。こ

うしたウェ…パーの所得概念:を採用することには誕議がないが，一般所得概念で検討したように

符繍上の問題と税負担能力との問題という実務上の問題が生じる。ドイツの場合，法律上の所得

減念はウ且ーパーの方に近いが，実務閣では実現した現金収益を所得とみている。ここで検討・し

なければならない点は，採j持している所得概念が災務上の所得概念と矛溜なく適用できるか百か

である。

法.iE林状態の森林モデノレでは，勾:年の水材生長況は年間木材政経に簿:しいので，所得の把媛

を発生主義か実現主義かのいずれか若?とっても同じ所得として計掠できるから問題にならない。

即ち，一般所得の如き木材生Jm叙入から保枕経営に必要な諸経質ぞtilll徐することによって， HTI 

IC算定できる。かかる倒閣から1U年一定のi"iJTi{ef.を得ることができる大規模林業経営に対する山林

所得の分離 5分 5粂烈続方式は軽減しすぎる措伐という批判は1J.:当散をもっ。しかしながら，現

在の所得説法をみると必袈級資を個別脱却li方式に求めているから，え¥¥]織の差に関係なく現誕の方

式は方法論上矛腐なく巡加しうるかも知れない。 ζの問題は現実の林業経営に1せする見方と密接

な関連をもちうることになる。保統収竣源氏IJが越沼されなくて採取的利用を行うほど， 111林所得

は長期資本利?与として取り扱われる傾向がある 191。すなわち，天然林伐採が盛んなアメリカの場

合111林所得を長期資本初得として課税していることがそれを諮っている。現在臼本の山林所得そ

所持者~定方式からみると，長期伐本手IJ得概念を前提にして取り扱われていると思われる。この概

念は採取的利j司会主にするf:tiilJ.保持的経常と僚接な関連会もつことになるO 日本の林業経営を資

grf保持的総営体と把握して.i}Ui-税訟のように取り放ってもいいかが問題とならざるをえない。と

いうのは，現白人=c林が全森林所在;の409ぎを占めているし1J]:年一定の所得をている林家が相当

る羽ブミをj助摂するとき，現行税法に!日H越性を認めざるとを得ないであろう O ところで，小

国紋林家の間続的経'ì2\'1)~IIIM11;く存在することは'JIヅミであるが，そのような間断経営も一定のi国陥

をもちながら持続的に!幻立する保続収隙なみの終世?と認識するのがもっと;初球があるであろう。

このような小規校間断続討の{c.伝;会巡視本体系の下で勾・成しなくてはならないrm断性に対す

る平均化JA-訟の必i及:ヤl:を立11ぷずることで， Itjif1J~Jlu]の長期性という i駒山な平均化 j'，WI授を滋味ずる

ことではないと，13われる。
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いままで論じたように，山林所得を111林全体から生践される森林資j夜1iffi1iO:の純滑に求めらとき，

一定の収入を・るために1jJ年ほほ均等に文J必ずる諸経費を必盟続投として処理するの

ろう。法記林経営を前扱lこするドイツはもちろん伐採の大部分が天然林伐践に依存しているアメ

ワカの場合も，山林所得を長期資水利として取り扱いながら.1江年一斑!とxll¥される保宵裂は

その年のJ罰金に算入し，また造林~~tま 7 年間にわたって特別減傾償却jとして処II日していることを

認識する必要がある問。そして，木材似絡の低迷および背林投用の上昇という政j阜の!fi}J;きは必然

的に長命期化1t如何を招来するということを考えても，対j本経~ゃ{I}~設林設はその年の必嬰純資[こ

入し処理するのが妥当であると思われる2110 もちろん，このように必袈経践の改持が行われた

と仮定すれば，現行の分弱H 分 5梁課税に対する批判l立地所得との公平性という観点から丙.検討

しなければならない。しかし，小規模間断続が幅広く存おする沼本の場合，如仰なる形態であ

ろうと現行の累遊説車体系の下で111林所得の平均化措段は必要と判|訴される。

IV-2 概算絞殺率の改諮

表…9 ~!ll税方法別山林所得税の税負扮及び改縫案

収 入 分現fE 課 税 l 総合半客員課税 i 概算経費ヰヨの改氏
(所得)

6，000 200 
(1，900) (3.3) 

10，000 188 312 
(3，500) (3.7) I (3.7) (3.7) (1.9) (3.1) (3.2) 

12，000 452 452 452 242 392 326 263 200 137 
(4，300) (3.8) (3.8) (3.8) (2.0) (3.3) (3.2) (2.7) (2.2) 0.7) (1.1) 

15，000 578 578 578 338 512 499 420 341 263 184 
(5，500) (3.9) (3.9) (3.9) (2.3) (3.4) (3.3) (2.8) (2.3) (J .8) 0.2) 

25，000 1.028 998 998 728 1，043 878 735 604 473 341 
(9，500) (4.1) (4.0) (4.0) (2.9) (4.2) (3.5) (2.9) (2.4) 0.9) (] .4) 

50，000 2，788 2.115 2，048 2，240 2，823 2，288 1，808 1，408 1，028 735 
09，500) (5.6) (t1.2) (4.1 ) (4目5) (5.6) (2.1) (1.5) 

90，000 6，788 4，875 3，810 5，853 6，654 5，138 4，263 I 3，288 2，388 1，568 
(35，500) (7.5) (5.4) (4.2) (6.5) (7.4) (6.0) I (4.7) I (3.7) (2.7) (1.7) 

135，000 13，038 8.650 6，510 
(53，500) (臼.7) (6.4) (tj .8) 

180.000 20，813 13.725 9，850 
(71，500) (11.6) (7.6) (5.5) 

F5 FlO 

校 1) 税者iifll-苦手方自分;
内需 {[JX (!-00ト20)/JOO)-500]/5 X続講)X5 
F'l0口{[JX (] (.10+20)/100) -5001/10x税滋)xlO 
F20=捻{[IX(l-(40イ20)/100)-'500J/20X税率)x20 
Gl {jx[! (40+20)/100]-500)/2X税務
G2={ilx(1 (40十20)/100)…5001/2十(5∞0-2945))x税ヰ1-226.3
1< {[I x (1 (k+20)/100) 500]/5X税本)x5 ({日l.k; ~t'Hè~給料

2)争号線税方式に対する絞iりl
i♂日 分語ft5分5~弘法税)Jjえ
FIO・分縦10分10J経線税方式
iご20;分出!f20分20*;深税}jj:'¥.
Gl・総合'1"微減税方式({患の所得:!!!O 
G2 :総合 'I~縦泌総}j式({也の iõJi í~}: 500}j内俗)
K:分調!l5分5J長ぷ税/jバ(概'f，1:*壬~Nl: 45%-日0%考i滋)

:1)初出見内の!t'i<l!まlf)(人に対する災対J税収(税者九/1x 100) 
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してi別法及び長j羽織渡所得のように分総半額謀役及び総

または10分10粂及び20分20東方式に践したらどうかという)&<見があ

る22)。かかる窓見に対しさ存者は今までの分4iTで明らかにしたように，開題は抵い概算税践本にあ

あから，所得税の基本的な枠組みそl返す方II1Jよりは，所得算定方法を正しく総立する方向

るべきでぬるよむう() ，0、強経設は経営'休絡に~:~なるから，錦別的な経Ðire擦が没裂な~I沫をもつ

ことになる。手H本経常設を当年度の所得から控除するためには，側別j本家の帳簿に依・拠して把握

するのがいちばん5'1~ましいかも知れないが， J]t}ごには個別林3誌の記絞を期待することには然組が

あると忠われる。もっと間単な方法を考案ずる必裂があろう o fJlJえば， l:[h l波別 lこ ?i~ïE林状態での

~~m に標準fじした後，林j治別j本分捕成状態そ考慮し{悩加林3誌の設Jl]を算出することも可能であろ

う。このような方法では側加林家の政府をiE般にすることはできないかも知れないが，それ

なりの符閥性を維持できるであろう O この潟は別の機会を得てよ:d!，体的に展開することにしたし、。

こうした消現状を勘案してみると，概算結~~率の改惑がより結織的な沫をもちうると思われ

るO ここでの概t)l:経由本は個別邸館方式ではなくて， 1 {ド問符林経;引と投下したj羽iilJ対応方式の

投m~j既念に加することは，もちろんのことである。以上の各組改必然を税負担の側聞から検討

したのが災一9である。去をみるとわかるように，分総 5分 5来方式を躍すよりは概算経終を

TI'Iすガがよりな改替3誌であると思われる。すなわち，表で，キ 2 万円の収入がある経営体

の場合，現在より 596'引き上げた45%の概算総資率を用いた分離 5分 5来方式で計詳した税負飽

が，一般所得がない総合半額方式以外の他の方式の税負扱より訂尽くなり，なおかつ20%引き上

げた60%続2記事が適用されると，…般所得がない総会主幹制課税方式よりも砥くなることがわかる。

V おわりに

ILI林所得税が林業税制問題の全てではない。むし には相続現に対するi問題の方が大きく

クローズアップされている。さらに，森林にjりする社会f台関心は林業税制に対する政策課税とし

てのi七放を大きく嬰求しているといえるかも知れない。しかしながら，本論でI~j らかにしたよう

に最近の苦しい経済条件のなかで，森**を総持・校現するm，い手である林業経営の現実を正しく

反映していないことそのものに，より大きな問題が潜恋していると思われる。所得税は相続税を

合む松税体系会休のなかでltJ心的な存ぞとにならざるをえない。その滋味で，完全ではないにして

も，IJI;1本所得税の問題点を指摘し，その解決策をJ主体的に提示した水論の窓畿は十分に認められ

るであろう。
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Resume 

It can be obviously seen that present tax sy悦 emactually discriminates in favour of 

forestry， with using the application of special scheme日. However for前estersargue that the 

more special treatments have to be provided to reduce tax burden in the recent economic 

degradation of forest management. 

This argument is thought to result from the fact that special tax treatment may be 

ine[fective due to the imperfcct taxation system， which defines taxablc income much morc 

and the standard deduction of management cost is calculatcd much less than rcal status. 

This distortion resulted from miscalculating the taxable income reduces the merits of other 

special treatments， and makes the forest income disadvantageous compared to the others 

on the contrary. 

The following results are c1arified that the cost analysis of the estimated statistical 

data reveals the prcsent standard deduction very low compared to real forest management 

cost， and it is more reasonable to correct the standard deduction rate than to reform the 

tax system itself. 




